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1.問題と目的

近年、幼稚園、特に私立幼稚園においては、

教員の早期離職の傾向が続いており、文部科学

省による学校教員統計調査によると、 Tablel

に示されるように、小・中・高等学校との比較

において、幼稚聞は本務教員数に対する離職率

が高く、またその年齢の内訳は、 30歳未満の

若年層に偏っていることがわかるo その離職理

由については、 Table2に示されるように、「転

職」、「家庭の事情J、「その他Jが多く、「家庭
の事情Jというのは多くの場合が結婚・出産に
伴うものであることが予想されるが、一方「そ

の他Jに含まれる理由については正確に把握す
ることは難しい。このことについては、加藤・

鈴木 (2011)が、静岡県内での幼稚園・保育所・

施設における早期離職者に関する調査におい

て、離職の理由には「仕事への適性がないJr健
康上の理由Jr人間関係Jなどがあることを示
していることから、保育の仕事へのやりがいや

適性が感じられない、あるいは職場内での人間

関係などのストレスが、離職の背景にあると予

想されるo また、現在こうした状況は、幼稚園

の管理・設置者側にとっては深刻な問題であり、

職場環境をいかに整えるかということが課題と

なると考えられる。

離職意思に影響を及ぼす要因について、遠藤・

竹石・鈴木・加藤 (2012)は、幼稚闘・保育所・

施設に勤める新卒 5年目までの保育者への調

査において、「休暇がとりにくいJr仕事の量が

Table1 幼稚園、小学校、中学校、高等学校の平成22年度本務教員数及び離職教員数とその内訳(人)

本務 離職
臨馳教員数の内訳

教員数 教員数 25歳未満
25揖~ 30怠~ 35歳~ 40歳~ 45蔵~ 50歳~ 55歳~

60歳以上
30歳未満 35歳未満 40揖未満 45歳未満 50歳未満 55歳未満 60揖未満

幼稚園 106，286 11.401 3.472 4，152 1，229 485 267 254 328 430 784 

小学校 390，制4 16，819 428 1，167 609 571 625 715 1，834 3，706 7，164 

中学校 232，970 8，968 369 893 561 417 406 534 795 1，323 3，670 

高等学校 229，848 9，684 253 1，074 691 434 310 326 431 1，011 5，154 

滋文郎科学省平成22年度学佼ft民統計調査より作成
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Table2 幼稚園教諭の離職理由と年齢ごとの内訳(人)

離職理由の内訳
...‘・ー・ーー-....-......_....._-......................._......................-....

計
(勢病気繍死亡転職 大入学学等 家事庖情の 職の務問上題 その他

計 11，401 741 545 : (230) 44 2，210 64 3，732 1n 3，888 

25歳未満 3，472 一 271 (149) 4 925 20 891 102 1，259 

年齢 l 24-29 歳 4，152 121 (47) 2 747 32 1，613 40 1，596 

自』町と l30-39At 1，714 一 62 (19) 2 286 10 751 13 590 

: 40-49歳 521 30 (8) 3 128 2 178 10 169 

: 50-59歳 758 192 37 (7) 7 102 一 262 10 148 

60蔵以上 784 547 24 (0) 26 22 一 37 2 126 
」ー

※文6科学省平成22年度学校教員統計縄査より作成
※文節科学省の統計においては、 Silごとの区切りとなっているが、便宜上、 30銀以上は100.ごとの区切りとした

多すぎて譲れを感じたJi体力的につらいJi日々
の仕事に責任が重すぎるJi仕事に対する充実
感や喜びが感じられないJi職場内の人間関係
がいやだJi園や施設の方針に疑問や問題を感
じたJなどが「辞めたい気分Jに影響を及ぽし
ていることを示している。また、小橋(2013)は、

小中学校教師を対象とした研究において、最近

6か月以内の離職意思 (i最近 6か月の聞に教

師をやめたいと思ったことがありますかJ)に

対して、多忙感や負担感などのストレッサーが

パーンアウトを介して影響を及ぼしていること

を示しているo こうした多忙感や負担感は、教

師によって感じ方の個人差はあり、そうした個

人の変数とストレッサー、パーンアウトとの関

係を扱う研究はこれまでにも行われてきている

(例えば、坂本・小山・一門， 2011;宮下，

2010 ;森田・植村 2011など)。しかしながら、

高木・川上 (2013)が保育者のキャリアを考え

る上で、幼稚園教師については、労働上の肉体

的疲労・負荷をいかに緩和するかということが

離職率の高さと関係において優先的な課題であ

ると指摘しているように、休暇の取りにくさや

仕事の量といった問題、あるいは職場内の人間

関係の問題そのものは、教師個人の力で解決で

きるものではなく、職場環境として改善されて

いくことが必要になっていくと考えられる。

そこで本研究においては、職場環境改善への

示唆を得るため、幼稚国教諭が職場環境をどの

ように認識しているかということと、職業継続

の意思との関連について検討することとする。

また、教師になってから問もない若年層での離

職率が問題になっていることから、離職意思に

ついて、教職経験年数からも分析を行う。

ところで、これまでの離職意思の研究におい

ては、「辞めようと，思ったことがあるかどうかJ
という質問に対する回答が検討の対象となって

きた。辞めようと，思ったことがあるかどうかに

対する回答は、それぞれの教師によってどの程

度辞めたいかが異なるため、本当に辞めるかど

うかという点については、実現可能性の点にお

いてズレが生じることがある。そこで本研究に

おいては、これまでの離職意思ではなく、今後

あと何年ぐらい勤めるつもりがあるかという職

業継続の年数を尋ねることにより、離職意思の

検討を行うものである。

2.方法

2-1.調査内容

(1)専門的成長が助長される環境についての質

問項目

西坂 (2006)で作成された、幼稚園内で相談

や研修の機能が充実しているか、研究や研修の
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機会が保障されているかどうかについての 8

項目に、待遇面での保障などの項目を加えた

20項目を用いた。回答方法は「まったくあて

はまらないJから「あてはまるJまでの 5件
法である。

(2)職業継続の意思とその理由等
現在の勤務園を辞めたいと，思ったことがある

か、幼稚園教師を辞めたいと思ったことがある

か、幼稚園教師の仕事はあと何年くらい勤めた

いと思うかについて尋ねた。また、離職したい

と思った理由(選択肢12項目)、離職を思い留

まった理由(選択肢10項目)については、そ

れぞれ3つまで理由を選択してもらった。また、

現在の職場への充実感を感じるかについても尋

ね、幼稚園教諭を続けてきてよかったこと(選

択肢 9項目)についても 3つまで選択しても

らった。これらの項目の作成にあたっては、現

職の幼稚園園長及び教諭の意見を参考に設定し

た。

(3)フェイスシート

性別、年齢、教職経験年数、担任の有無など

の基本的な属性について尋ねた。なお、本調査

においては、保育者の精神健康の状況及びスト

レスの状況についての質問項目も尋ねている

が、本研究の分析の対象とはしない。

2-2.調査対象と調査時期、手続き
大阪府私立幼稚園連盟を通じて加盟の私立幼

稚園に協力を依頼し、協力を得られた 65園の

教員756人を対象とした。 2011年 7月に65闘

に調査用紙を配布し、回答後は個別に郵送で返

送してもらい回収した。配布数は756部で、回

収数は502部であり(回収率66.4%)、そのう

ち回答に不備のあるものを除く 496部を分析の

対象とした(有効回収率65.6%)。回答のあっ

た496人の内訳は、男性 10人 (2.0%)、女性

485人 (97.8%)、無回答 1人 (0.2%)であり、

平均年齢は29.3歳 (SD=8.99、幅20-62)であ

った。教職経験年数の平均値は7.9年(SD=7.06、

幅 1-37)で、クラス担任をしている教員は336

人 (67.7%)であった。なお、分析には、統計

解析ソフト SPSS20を用いた。

3.結果と考察

3・l.職場環境項目の因子分析

職場環境についての20項目について因子分

Table3 職場環境項目の因子分析結果(最尤法・プロマックス回転)

I E E 共通性

I 産休・育休・介護休暇の取りやすさ

15.育児休暇が取りやすい .983 .004 .005 .973 

14.産前・産後休暇が取りやすい .962 .064 -.099 .885 

16.介護休暇が取りやすい .802 -.076 .117 .697 

E 保育についての相甑・支援機能

3.理解や対応の雛しい子どもなど、保育に闘する悩みを持った時に、気軽に相践できる .002 .899 -.139 .674 

2.子どもの理解や援助などについて、教師聞で話し合いが行われる -.111 .841 .057 .706 

8.保育理念や保育方針が一貫している .022 .474 .315 .523 

1.暖かく家庭的な雰囲気がある .042 .468 -.043 .210 

20.トラブルがあった時にフォロ一体制が出来ている .147 .458 .161 .421 

E 研修・研究機会の保障

10.圏内の教師同士で自主的に研究会や勉強会を行う雰固気がある -.052 -.043 .915 .749 

9.囲内研究など、研究に対して積極的である .040 .052 .754 .652 

11.個人的に課題を持って研究をすすめることを尊重される .026 -.042 .736 .524 
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Figure 1 年齢グループ別勤務|申|を絞めたいと思ったJ11111i(3つまで選択)

析 (~.L.t法 ・ プロマックス回転) を行い、 1.401

以上の耳i1iについて解釈した (Table3参J!(()。

その結来、部 11刈fは有休制度、産体制度、

介護休暇制度などの取りやすきに附する瓜日で

あることから、 「産休 ・有休 ・介護休暇のとり

やすさJとした。第 2因子は、 「理解や対応の
難しいチどもなど、{保~米~f育了に l閲刻する悩みをJ持守つ た

H 

ポ一 ト{体本制に|附則わる攻項wからなるため 「日{保足T背fに
ついての4羽相f判l談 .文援機能Jとした。第 3閃子
は間l勾・外での研修や研究の機会に|則する羽目

からなるため 「研修・研究機会の保障jとした。

3-2.幼税副教諭の離脱願望の状況

「現花の勤務匝lを辞めたいと思ったことがあ

るか」という 1111いに対する回答は、「たびたびJ
が134人 (27.0%)、「たまにJが181人 (36.5%)、
r 1 -2 1111 Jが99人 (20.0%)、「ない」が73
人 (14.7%) 、!敗 IIII~平が 3 人 (1.8%) であっ た。

辞めたいと思ったことがない教1~ もいるが、 8

11月以上の教日が現在勤めている闘を貯めたいと

思うことがあったことが示されている。-)J'、

幼縦i剥教諭そのものを降めたいかどうかという

ことについて、 「教師を辞めたいと思ったこと

があるかJという 1111いに対するl!.'l終は、 「たび
たびjが169人 (34.1%)、「たまにjが183人

(36.9%)、r1 -2 IIIIJが85人 (17.1%)、「ない」
が57人 (11.5%)、無回答が2人 (0.4%)であ

った。いずれの川符からも、何かしらの開rllで

雌l慨を与えたことがある教uが多数イバEする尖
態が示されている。

離織を与・えた理山について、 12J1i "の1(1か

ら 3 つまで選択してもらった結~・を Figure 1

に示す。 JI~ も選択された理!山は、 「験場の人1:11

|則係」であり、これまでの保有者のストレス研

究において示された原悶と一致するところであ

る。次いで、 「成業が多いJr給与・l師jといった
f，~:過の 1111姐が続くが、 「残業が多いJ のは、幼

縦 I~ll教諭のイ 1: 'J~htの多さ を表しており 、 「給ワ­

I(jj J のことも併せて考・えると 、 千1:、J~が多くて技

法・はするものの成業手当が 1-分に支払われてい

るかどうかわからない尖態も合まれているIIf能

性がある。-)J、これらの理山について年齢別

に凡ていくと、 20-24歳においては 「技業が

多いJrn分の保育.の行き詰まりJr~車場の人 IIU

l則係Jの舶に多いことがわかる。来年肘の教u
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。 50 1∞ 150 200 

・20-24怠 25-29簸 ・30-39緩 ・40-49il 50線以上

Figure2 年齢グループ別貯めるのを思いとどまった理111(3つまで選択)

にとっては、仕事の多さへの対処や、 II分の保

育を構築していくことの難しさが，i忠則となって

いる線子がうかがえる。25-29 ~&の教uでは、

「給与而jが圧倒的に多く、仕事に慣れてきて

いるのにそれに対する対側liが十分ではないと感

じている可能性がある。 年齢は教l践経験ゴI~数 と

ほぼ比例するものであり、経験の浅い若年肘の

教Uとある韓度経験を積んだ教μでは、抱える

課題や向性職意思につながる悩みも典なることが

わかる。

こうした離職を思い止ま ったJlIIIIIについて

も、 10項目の中から 3つまで選択しても らっ

た (Figure2参照)0~も多く選択されたのは、

「相談できる同僚がいるJであり、辞める型IlllI
もそれを思い止まる四l[LIも「人IIlJl!kl係」が大き

く)~押 していることがわかる 。 l帥j)/~内の良Hな

人1/11関係の構築がいかに重要かを示すれリミであ

る。次いで 「自分の成長につながるJr他に行
きたいl機場がないJr 自分のやりたいfY'J~がて前

きる」といった、積極的 ・消極的理iJ]がiN.イEし
ている。1人 3つまで選択していることを断

まえると、離i践したい理由も問機であるが、機々

な型Il山が絡み合い、間tJ践を考えたり、それを思

い1[:.まっていることがわかる。

「幼稚闘の仕事は今後どれくらい助めたいと

思いますか」という IIlJいに対するI!!I科は、 r3

年以内」が282人 (56.9%)、r4 -5 "Io Jが
111人 (22.4%)、r6-10 (，r'Jが44人 (8.9%)、
r11 年以上Jが 40人 (8.1%) 、.1!!~ 阿答が 19 人 (3.8%)

であった。6割弱の教員が 3年以内に幼椛問

教諭を辞めようとしている実態があり、14-
5 (， I~J まで含めると 8 '，1川島の教1-!が 5"rニ以l:J..j
での高ItJ肢を考えていることになる。しかしなが

ら、 13年以内jと r4-5年jは数似的には

近い年数であるが、その辿いは111なる {I~数の述

いだけではなく、前者は 「近々 あるいはすぐに

情めようと思っている」、後者は 「そんなに長

くは続けないけれどももう少しやってみよう」

という継続意識の迫いの表れと予想することも

できる。これら継続意思の年数の追いについて、

他の要因との関係を検討していく。

3.3.峨業継続意思と年齢との|則係

幼有(~ 也l教諭の峨業継続の121ι年数の 4 グル

ープ (3年以内、 4-5 (，1::、6-10年、11(，1' 

以上)について、年齢の 5グループ (24成以下、
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25-29歳、30-39歳、40-49歳、50歳以上)

別に度数分布表を作成し {Table4参照)、 X2

検定を行ったところ、偏りは有意であった(x2

(12) =104.35， p<.01)。残差分析の結果、 20-

24歳の群においてあと 4-5年で離職しよう

と考えている教員が多く、 25-29歳の群にお

いて 3年以内に離職しようと考えている教員

が多いことが示された。これらは年齢と離職希

望の年数を考えると、およそ30歳になるかそ

れ以前に離職しようと考えていると推測でき

る。現在の職場が原因で離職したいと考えてい

るともいえるが、一方で、多くの幼稚園教諭が

30歳ごろを離職の目安に考えている可能性も

ある。一方、 30-39歳、 40-49歳の教員に

なると、 11年以上勤めようと思っている教員

の割合が高く、何かしら理由がない限りにおい

ては幼稚園教諭を続けようと考えているのでは

ないかと予想される。 30歳未満の教員にとっ

ては、幼稚闘教諭を一生の仕事として続けると

考えるのではなく、一生の仕事かどうかも不確

かであり、 30歳前後をある程度の期間の目安

として考えているのかもしれない。

3-4.職業継続意思と職場環境への認識

幼稚園教諭の職業継続の意思年数の 4グル

ープ {3年以内、 4-5年、 6-10年、 11年

以上)を独立変数、職場環境への認識の 3因

子をそれぞれ従属変数として一元配置の分散分

析を行った。その結果、「産休・育休・介護休

暇の取りやすさ」、「保育についての相談・支援

機能」、「研修・研究機械の保障Jのすべての因
子において有意な結果が示された {Table5参

照)。多重比較の結果、「産休・育休・介護休暇

の取りやすさjにおいては、 f11年以上Jの群
と他の群との聞に有意差が示され、あと 11年

以上勤めようと考えている教員においては、産

休・育休・介護休暇が取りやすいと感じる環境

であることが示されている。休暇の取りやすさ、

とりわけ産休・育休については比較的若い年齢

の女性で構成されることの多い幼稚岡教諭にと

っては、職業の継続意思と密接にかかわってい

るといえる。

「保育についての相談・支援機能Jについては、
3年以内の群において、他の群よりも平均点が

低いことが示され、「保育についての相談・支

援機能jを感じにくい職場であることも、職業

の継続意思に影響を及ぼしていると考えられ

る。

「研修・研究機会の保障jについては、 3年

以内の群と 6-10年の群において有意差が示

Table4 職業継続の意思年数と年齢のクロス集計表(上段:平均値、下段:標準偏差)

ぷ¥嘆?? 3年以内 4.....5年 6.....10年 11年以上 合計

102 企 69 14 ... 3 188 20.....24歳
54.3 36.7 7.4 1.6 100 

企 100 ...14 12 7 133 25.....29蟻
75.2 10.5 9.0 5.3 100 

55 13 ...2 企 18 88 30-39歳
62.5 14.8 2.3 20.5 100 

"'13 9 .8  企 10 40 40-49歳
32.5 22.5 20.0 25.0 100 

11 6 企 8 26 50歳以上
42.3 23.1 30.8 3.8 100 

281 111 44 39 475 
合計

59.2 23.4 9.3 8.2 100 

(A及ぴ...';1残m分折の給果、有意であったことを示す}

-136ー



幼稚闘教諭の職業継続の意思と教職経験年数・職場環境の関係

Table5 職業継続の意思年数別職場環境への認識得点の平均値と原準偏差(上段:平均値、下段:標準偏差)

一五通哩??3年以内 4-5年 6-10年 11年以上 F値 多量比較の結果
(N=282) (N=lll) (N=44) (N=4O) 

産体・育休・ 2.61 2.85 2.81 3.37 
6.40・・

-3年. 4-5年. 6-10年
介臨休暇の取りやすさ 1.01 1.05 1.19 .94 く11年~

保育についての相践・ 3.97 4.18 4.30 4.22 
5.38・・ -3年く4-5年. 6-10年

支揖償能 .73 .61 .75 .70 

研修・研究機会の保障
3.25 3.48 3.69 3.54 

3.94** -3年く 6-10年
1.04 .83 1.01 .91 

-・:p<.Ol 

Table6 職業継続の意思年数と勤務岡への充実感のクロス集計表(J二段:平均値、下段:標準偏差)

ぷよ些??‘ 3年以内 4-5年 6-10年 11年以上 合計

"y 37 
とても感じている

39.8 

157 
まあ感じている

57.7 

企 66
あまり感じていない

75.9 

企 19
全〈感じていない

90.5 

279 
合計

59.0 

(A及び"'1;1残~分折の結果、有怠であったことを示す}

され、 6-10年の群において平均値が高いこ

とが示された。他の群との比較においては有意

差は示されていないが、 3年以内の群において

低い平均値が示されているということは、これ

も職業継続の意思との関係が予想される。いず

れの因子においても、 3年以内の群においては

低い平均点が示されており、職場環境が整って

いると感じられないことも、職業継続の意思に

影響を及ぼしていると考えられる。

3・5.職業継続意思と現在の勤務園への充実感と

の関係

幼稚岡教諭の職業継続意思の 4グループ (3

年以内、 4-5年、 6-10年、 11年以上)に

ついて、現在の勤務園への充実感(とても感じ

ている、まあ感じている、あまり感じていない、

まったく感じていなし、)別に度数分布表を作成

21 企 18 企 17 93 
22.6 19.4 18.3 100 

"'73 21 21 272 
26.8 7.7 7.7 100 

15 5 "Y1 87 
17.2 5.7 1.1 100 

"Yl 21 
4.8 4.8 100 

110 44 40 473 
23.3 9.3 8.5 100 

し (Table6参照)、 X2検定を行ったところ、

偏りは有意であった (x2 (9) ""，50.17， p<.01)。

残差分析の結果、充実感をあまり感じられない、

全く感じられない教員においては 3年以内に

離職したいという考えがあることがわかる。一

方、充実感を「まあ感じている」のにもかかわ

らず、 4-5年で離職しようという考えを持

っている教員いることが示されている。 3年以

内の離職を考えている教員だけを見ると、数字

の上では充実感を感じている教員がかなりいる

ことが示されており、これらのことを考えると、

現在の幼稚聞に充実感を感じていないことが離

職に影響することは当然考えられるが、一方で

充実感を感じていても離職を考えている教員が

いることも示唆される。

充実感をどこに感じているのかについて検討

するため、「幼稚園教諭を続けてきてよかった
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{~隙グループ別幼縦|申|教諭を続けてきてよかったこと (3 つまで選択)

の行き詰まりJなと'があがっていた。こうした
結果は先行研究においても示されており、特定

の地岐に Iq~ったものではなく 、幼椛|亙!教師全体

の傾向として45・えることが可能であろう。
幼椛~I教師のイ1: )J~を今後どれくらい続けるつ

もりかという、験業縦続の意思については、全

体の傾向としても 3年以内に向性職を考えてい

る教μが多く、特に 20代後半の教師において
その傾向が則正であることが示された。20代

後半の教師の「勤務|虫|を静めたいと思った耳目18J 

でltiも多く選択されたのが「給与而Jであるこ
とから、あるれj立経験を積んできているのに「給

与而Jで泌)~できない状況にあると予想される。

また、職場原岐に対する認議との関係では、 3

年以内に貯めようと考えている教師においては

すべての|刈(-cr沌休 ・育休・介護休暇のとり
やすさJr保有についての相談 ・支援機能Jr研
修・研究機会の保障J)において他のグループ

よりも低い特点であり、 こうした環境が整って

いないと感じていることがわかる。充実感との

関係においては、充実感が感じられないから辞

めようと，也うという与'えと、逆に充尖!告は感じ

ているものの貯めようと思うという相反する 2
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まとめ

本研究は、幼純|量l教諭の離脱意思とl脱場原境

への認泌との|刈係を検討することをIl(I~ とし

て、約500名の幼判長岡教師を対象として誠脊を

実施した。幼維問教諭の荷量駿意思については、

約 9;別の教諭が頻度の迎いはあるものの 「教

師を待めたいと思ったことjがあり、そのJlll111 

については、「戦場の人間関係」のほか、「技jE
が多いJr給与l肝」といった待遇、 「自分の保育

こと J について 9 割けの rl~から 3 つまで選ん

でもらったおli民を Figure3に示す。iはも多く

選択されたのは「チどもと一緒に過ごせること」

であり、次いで「子どもの成長に貢献できてい

ると思うことJr保育を通して充実感が科られ
ることJであった。これらは、待遇なとeのhIi川

条件ではなく、保育を過して子どもと|則わり、

成長に掛わるといった、保育の仕事の本質の部

分であると考えられる。つま り、幼椛削教諭が

光尖!岳を感じるとするとおそらくこの部分であ

り、チどもと|刈わる似tiにはやりがいや光%1占
を感じているが、 一方で特辿など雇川環境の部

分においては不満があると考えられる。

Figure3 

4. 
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つの考えがあると恩われる。そこには、子ども

と関わることそれ自体には充実感を感じている

ものの、職場環境としては満足し、かない状況に

あるといった様子が思い捕かれる。本研究にお

いては、「産休・育休・介護休暇の取りやすさJ
や「保育についての相談・支援機能Ji研修・
研究機会の保障」が職場環境として整っている

かを保育者がどう認識するかが、離職意思に少

なからず影響していることが示された。今後は、

職場環境の認識が教師個人のストレスや健康状

態とどのように関係するかという検討ももちろ

んであるが、この結果を受けて設置・管理者側

がどのような職場環境の改善を試みるのか、ま

たそれによって教師の認識に変化がみられるの

かといった継続的・探索的な研究が必要である。
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